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消費税及び地方消費税の処理方法について

　平成３０年度の消費税及び地方消費税の確定申告にあたっては、「共同研究シーズ事業化支援事業」の助成金に係る消費税及び地方消費税については、控除対象仕入税額に算入いたしません。

平成　　年　　月　　日

法人の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
共同研究シーズ事業化支援事業(バイオ助成事業)に係る

消費税の取扱いについて
（助成金交付要綱第１５条第２項の取扱い）
１．基本的な考え方

バイオ助成事業に伴う助成金収入は、消費税法上、「補助金」と同様に不課税取引に該当いたします。一方で、助成事業に伴う事業費は、控除対象仕入税額として仕入税額控除することも可能です。したがって、このバイオ助成事業に限ってみれば、課税売上はゼロとなりますが、この事業にかかった経費を控除対象仕入税額に算入した場合、課税事業者はその消費税に相当する金額の還付を受けることになります。
この場合、助成金(原資は税金)を交付したうえに消費税が還付され、その分重複してしまう結果となり、これを調整すべく、控除対象仕入税額のうち助成金に係る部分についての助成金を減額することといたします。
【補足説明】

◎ 課税事業者が納付する消費税は、課税売上に係る消費税(受取消費税)と課税仕入れに係る消費税(支払消費税)の差額になります。助成事業の場合は、不課税取引にあたるため、｢受取消費税｣は０円で、｢支払消費税｣が上回ることになり、その分実質的に還付を受けることになります。
	助成金100万円の場合
	受取消費税
	事業費100万円の場合
	支払消費税

	
	0円
	
	74,074円


＊確定申告時：受取消費税  0円－支払消費税　74,074円＝△74,074円(還付)
２．手続方法

（１）課税事業者で控除対象仕入税額に算入する場合
助成金交付要綱第１５条の規定に基づき、実績報告の際、助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告していただきます。

＊助成金に係る消費税及び地方消費税は、助成金対象外経費となります。

（２）課税事業者で控除対象仕入税額に算入しない場合又は簡易課税事業者に該当する場合
実績報告の際、別紙を提出してください。
＊助成金に係る消費税及び地方消費税は、助成金対象経費となります。
３．２．（１）の場合の計算方法

[支出の部] 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　　目
	摘　　　要
	実績額

	
	
	助成事業に
要した経費

a
	自己負担分
経　　費

b
	助成金に係る仕入控除税額

c (a-b)×8/108
	助成金

充当額

a－b－c

	謝金
	
	100,000
	
	
	

	旅費
	
	250,000
	
	
	

	原材料費・消耗品費
	
	250,000
	
	
	

	使用料・損料
	
	30,000
	
	
	

	機械装置費
	
	210,000
	
	
	

	委託・外注加工費
	
	420,000
	
	
	

	特許取得費
	
	0
	
	
	

	共同研究費
	
	240,000
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	
	

	事務費
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	1,500,000
	500,000
	74,074
	925,926


海外出張の航空賃、宿泊料等は、消費税は免税となります。





○○委員報酬の場合は、｢給与｣で消費税不課税。


ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ報酬の場合は、


｢役務提供｣で課税。








